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要　　約

第四次国民健康づくり運動を背景に，地域保健と産業保健の連携により，効果的・効率的な保健事業を
展開すべく，地域・職域連携推進事業が強化されている．地域保健と産業保健の連携は，地域保健主導で，
国の方針に基づくトップダウン型で展開されてきた経緯があるため，多くの先行研究は地域保健側からみ
た地域職域連携に関する内容であり，産業保健側の視点からのものは，少ないことが推測される．しかし，
両者の連携のためには産業保健側からの視点も重要と考える．そこで，今回我々は複数の論文・研究報告
データベースを用い，産業保健側からみた地域職域連携に関する文献を整理した．その結果，得られた文
献は 25件と産業保健側からみた地域職域連携活動に関する学術論文は寡少であり，内容も不十分なことが
明らかになった．そのため，両者の連携を深めるための産業看護職としての課題，その課題の解決策等に
ついての研究が重要であることが示唆された．

Key Words： 産業保健（Occupational Health），地域職域連携（Cooperation between Occupational 
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Ⅰ．緒　　言

労働者は地域で生活する地域住民であり，勤務
先の産業保健（職域保健）サービスと合わせて地
域保健サービスの利用が可能である．また，国民皆
保険制度に基づき，健康保険組合等に加入してい
た労働者は，退職後いずれは地域の国民健康保険
の加入者となる．個人の健康の保持増進や疾病の
早期発見・治療，日本全体の医療費適正化のため

には，生涯を通じた切れ目のない健康支援が重要で
あり，産業保健と地域保健が連携する意義は大きい．
第四次国民健康づくり運動（健康日本 21（第 2

次））を背景に，地域保健と産業保健の健康情報と
保健事業を共有し，より効果的・効率的な保健事
業を目指し，地域・職域連携推進事業が実施され
ている．この根拠法令は，地域保健法第 4条「地
域保健対策の推進に関する基本的な指針」のうち
「6.その他地域保健対策の推進に関する重要事項」，
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および健康増進法第 9条「健康増進事業実施者に
対する健康診査の実施等に関する指針」である 1）．
これらに基づき地域・職域連携推進協議会（都道
府県協議会・二次医療圏協議会）が設置されてお
り，都道府県レベルでは広域的な連携が，二次医
療圏レベルでは地域特性に応じた地域・職域連携
推進事業が展開されている．
連携促進にむけ地域・職域連携推進ガイドライ

ン（2016年，改訂 2018年）が定められ，現在は
令和元年 9月版 2）により展開されている．この背
景をみると，地域保健と産業保健の連携は，地域
保健主導で国の方針に基づくトップダウン型で展
開された経緯があると考える．
先行研究について，「地域職域連携」を検索語と

して医学中央雑誌Web版で確認したところ，
2022年 6月 8日現在で原著論文は 2件と寡少で
あった．内容は行政保健師が職域との連携に使用
した技術 3），行政保健師による小規模事業場労働
者を対象としたメンタルヘルス対策に関する調査 4）

であった．このように，先行研究はいずれも地域保
健側からみた地域職域連携の内容であり，産業保
健側の視点からの地域職域連携に関する原著論文
は皆無であった．そのため，会議録，シンポジウム，
解説，コメント，良好実践など，幅広い文献を対象
とし，まずはそれらを通しての活動実態を整理する
必要性があると思われた．
そこで，本研究の目的は，産業保健側から見た

地域職域連携に関する活動実態を文献から整理し，
両者の連携を深めるための産業看護職としての研
究課題についての示唆を得ることとした．

Ⅱ．方　　法

1.　研究デザイン

研究デザインは，系統的文献検討等により得ら
れた対象文献を用いた産業保健側からみた地域職
域連携活動実態の記述的整理とした．

2.　対象文献の抽出

1）医学中央雑誌web 版を用いた単純検索

文献データベースには，医学中央雑誌 web版

（2022年 11月 1日，21号データ更新）を用いた．
検索はキーワードを用いた単純検索とし，検索語
は「地域職域連携」のみとした．原著論文が寡少
であることが予想されたため，収載年および論文
種別の指定を行わなかった．検索日は 2022年 11
月 8日とした．
対象文献の検討手順は，まず，タイトルおよび
抄録を著者全員で確認し，産業保健側からみた地
域職域連携に関する活動実態の記述が見込まれる
ものを候補とする一次スクリーニングを実施した．
次に，一次スクリーニングで得られた文献の本文
を全て確認し，産業保健側からみた地域職域連携
に関する活動実態の記述が認められたものを対象
文献として採用した．

2）検索語を指定しない検索

本研究では，原著論文が寡少であることが見込
まれたため，産業看護を専門とする研究者の経験
や知見による検索を加えた．検索語を「地域職域
連携」に指定せず，google scholarおよび医学中
央雑誌 web版で産業保健側からみた地域職域連
携の活動実態の記述がある論文を選定し，対象文
献に加えた．

3）産業看護専門家によるハンドサーチ

産業看護を専門とする研究者の経験から見聞き
している文献のうち，産業保健側からみた地域職
域連携に関する活動実態の記述があるものを対象
文献に加えた．

4）日本産業衛生学会における良好実践

日本産業衛生学会生涯学習委員会は，2003年に
産業保健活動の課題理解，情報収集とニーズ把握な
ど 16ステップを含む産業保健生涯教育ガイドライ
ン要綱 5）を定め，産業保健専門職の生涯研修を推
奨している．本研究ではこの生涯学習委員会がホー
ムページで公開しているGood Practice Sample6） 
（以下 GPS）に掲載された良好実践データベース
を使用し，地域職域連携のキーワードがある文献
で産業保健側からみた地域職域連携に関する活動
実態の記述があるものを対象文献に加えた．
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3.　分析方法

分析方法は，要約表を作成し，対象文献の動向
を把握した後，産業保健側から見た地域職域連携
に関する活動を記述的に整理した．
要約表の分析は，文献概況では，書誌情報とし

て，文献種類と性質，掲載誌種別，文献概要に区
分して整理した．
また，産業保健側からみた地域職域連携活動は，

得た文献の性質から実践報告・課題提起と調査研
究に区分した．実践報告・課題提起の要約表の分
析軸は，産業保健側からみた地域職域連携活動の
推進母体，産業保健側の担当職種，地域職域連携
活動の実施背景，地域職域連携活動の内容・課題，
主な成果・提言とした．同様に調査研究では分析
軸を，地域，対象，研究目的，方法，地域職域連
携の活動実態に関連する主な結果として整理した．

4.　用語の定義

1）地域職域連携

本研究において，地域職域連携とは，地域保健法
及び健康増進法で定められている地域・職域連携推
進事業にとどまらず，広く自治体等の地域保健活動
と，企業等における産業保健活動の連携により何ら
かの活動が行われている状態とした．また，法律に
基づく地域・職域連携事業を指す場合には「地域・
職域連携」を，その他の場合は「地域職域連携」を
使用した．

2）産業保健側からみた地域職域連携

本研究において産業保健側からみた地域職域連
携とは，地域職域連携に産業保健に携わる者が関
与しており，産業保健の立場から地域との連携活
動実態を述べていることとした．

3）活動実態

本研究において活動実態とは，連携に関する何
らかの動きや活動がある状態とした．また内容，頻
度，成果などだけでなく，活動の不足状態や今後
の課題も広く含めた．

5.　倫理的配慮

文献研究のため，倫理的配慮として，出典の明
示や記述内容に忠実な整理統合を心掛け，著者の
意図を拡大解釈しないよう留意した．

Ⅲ．結　　果

１.　対象文献一覧

得られた対象文献は 25件であった．把握経路
の内訳は，医学中央雑誌 web版のキーワード単純
検索により得た文献が 12 件，検索語を指定しな
い検索で得た文献が 7件，産業看護専門家による
ハンドサーチで得た文献が 3件，日本産業衛生学
会における GPSが 3件であった．本研究におけ
る対象文献の一覧を表 1に示した．
全ての文献の発行年は 2000年から 2023年であ

り，掲載誌は公衆衛生関連学会や産業衛生関連学会
に関連するものや，大学の紀要が含まれていた．

2.　対象文献の概況

対象文献の概況を表 2に示した．

1）文献種類と性質・掲載誌種別

文献の種類は会議録が 10件と最も多く，次い
で総説相当の解説を含む論文が 9件であった．ま
た，学会ホームページに掲載の実践報告が 3件，
研究報告書が 1件，商業誌の特集記事が 1件で
あった．その他シンポジウムの内容をまとめた解
説が 1件であった．文献の性質ではシンポジウム
をまとめたものが 8件と多く認められた．論文の
うち原著論文は 5件であった．残り 4件は，解説
が 1件，総説が 1件，調査報告が 1件，研究短報
が 1件であった．掲載誌種別は学会抄録集が 10
件と最も多く，次いで学会誌が 5件であった．

2）文献概要

文献概要をみると，実践や具体例を紹介した文献
が多く，特に中小規模以下の事業場に関する地域職
域連携に関する記述が多く見受けられた．また，生涯
を通じた切れ目のない健康支援についての産業保健
と地域保健の連携に関する研究は見られなかった．
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表 1　対象文献一覧（把握経路別発行年降順）

文献
番号 タイトル 著者

（発行年） 掲載誌 把握経路 引用文献
番号

1 メンタルヘルス対策　職域と地域の連携のギャップ
を埋めるために

廣川 他
（2021） 日本公衆衛生雑誌 医中誌単純検索 7）

2 地域職域連携事業への期待　連携事例から提案する
中小企業向け産業保健サービス

寺田
（2015） 産業衛生学雑誌 医中誌単純検索 11）

3 地域職域連携事業への期待　労働衛生機関による職
域および地域への保健サービス

森口　
（2015） 産業衛生学雑誌 医中誌単純検索 14）

4
地域職域連携事業への期待　一制度を超えた小規模
事業所の健康づくり支援　自治体との保健事業包括
協定締結の取組事例から

新垣　
（2015） 産業衛生学雑誌 医中誌単純検索 8）

5 地域職域連携事業への期待　地域保健との連携推進
を研究している立場から

三橋　
（2015） 産業衛生学雑誌 医中誌単純検索 22）

6 予防医学　印刷工場における胆管癌多発事例から学
ぶこと

柴田
（2013） 現代医学 医中誌単純検索 15）

7
地域職域連携は中小企業で働く人々の健康を守れた
のか　中小企業における職場の健康リスクを意識し
た保健師活動

青山
（2013）

日本公衆衛生学会
総会抄録集 医中誌単純検索 12）

8
地域職域連携は中小企業で働く人々の健康を守れた
のか　福岡県地域産業保健センター活動の現状と今
後の展望　地域職域連携の必要性を考える

柿森
（2013）

日本公衆衛生学会
総会抄録集 医中誌単純検索 9）

9
地域職域連携は中小企業で働く人々の健康を守れた
のか　働く人々の健康を守るために地域保健と職域　
産業保健が連携できる実務について

松田
（2013）

日本公衆衛生学会
総会抄録集 医中誌単純検索 16）

10 地域職域連携および地域学校連携の推進に向けて　
事例検討からの考察

錦戸 他
（2008）

日本公衆衛生学会
総会抄録集 医中誌単純検索 10）

11 中小企業労働者のメンタルヘルス対策　地域職域連
携による支援の実態と課題

岩永 他
（2007） 産業精神保健 医中誌単純検索 13）

12 産業保健からみた地域職域連携保健事業 甲田　
（2003） 産業衛生学雑誌 医中誌単純検索 17）

13 産業看護職による地域保健との連携の実態と連携経
験に関する要因の検討

三橋 他
（2023) 産業衛生学雑誌 検索語指定なし

検索 23）

14 地域保健との連携における産業看護職のコンピテン
シーに関する検討

三橋，錦戸
（2017） 産業衛生学雑誌 検索語指定なし

検索 26）

15 メンタル不調者の復職支援に必要な事業場内外資源
の連携における産業看護職の役割

湯川 他
（2015） 日本健康医学会誌 検索語指定なし

検索 27）

16 産業看護職による地域・職気連携のニーズ及び連携
体制整備への課題

鈴木 他
（2015）

群馬県立県民健康科学
大学紀要

検索語指定なし
検索 28）

17 中小企業における産業保健の現状と労働衛生サービ
ス提供のあり方

茅嶋　
（2013） 産業医科大学雑誌 検索語指定なし

検索 31）

18
職場のメンタルヘルス対策のための地域との連携づ
くりに関する研究～産業保健活動のための地域との
連携づくりに関するニーズ調査～

廣川 他
（2012） 

梅花女子大学看護学部
産業保健研究会

検索語指定なし
検索 24）

19 産業保健と地域保健の連携についての検討：産業看
護職の実態調査を通して

朱膳寺 他
（2000） 産業衛生学雑誌 検索語指定なし

検索 25）

20 職場のメンタル対策のための地域との連携づくり 福岡
（2012）

インターナショナル
Nursing Care
Research

ハンドサーチ 29）

21 産業看護職における他職種・他機関との連携の現状
と課題

錦戸 他
（2010） 

東海大学健康科学部
紀要 ハンドサーチ 30）

22 産業保健から地域へ連携を求めて－就労男性への介
護教育のあり方

美ノ谷
（1997） 保健婦雑誌 ハンドサーチ 18）

23 産業保健と地域保健が連携した健康づくりの取り組み 紅谷，長谷川
（2022）

日本産業衛生学会
GPS

良好実践
データベース 19）

24 ロコモーショントレーニングの要素を取り入れた新
しい職場体操の作成と展開について 

立山　
（2020）

日本産業衛生学会
GPS

良好実践
データベース 20）

25 職場における地域と連携した保育支援－職場内ファ
ミリーサポートの取り組み－

野原　
（2014）

日本産業衛生学会
GPS

良好実践
データベース 21）
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表 2　対象文献の概要

文献
番号

著者
（発行年）

文献
種類 文献の性質 掲載誌種別 文献概要

1 廣川 他
（2021） 解説 シンポジウム 学会誌

好事例や課題を挙げ，メンタルヘルス分野における地域職域
連携の阻害要因と連携方法の提案を目指すシンポジウムの内
容をまとめたもの

2 寺田
（2015） 会議録 シンポジウム 学会抄録集 地域における産業保健や支援サービスモデルに関する実践例

を含めた紹介

3 森口
（2015） 会議録 シンポジウム 学会抄録集 事業場外資源の立場から職域・地域へ提供している保健サー

ビスの実例を交えた報告

4 新垣
（2015） 会議録 シンポジウム 学会抄録集 小規模事業場を支援する協会けんぽと自治体との保健事業包

括協定締結に関する取り組みの事例紹介

5 三橋
（2015） 会議録 シンポジウム 学会抄録集 産業看護職による地域保健との連携に関する現状と課題を研

究結果を交えて紹介

6 柴田
（2013） 論文 解説 機関紙 胆管癌多発例の教訓をもとに，健康障害の予防にむけ地域職

域連携の強化が公衆衛生上でも重要であるとの問題を提起

7 青山
（2013） 会議録 シンポジウム 学会抄録集

総合健保の保健師の立場から，中小企業における健保からの
訪問型の健康管理活動，地域産業保健センターが担う労働衛
生支援事業との関係を紹介

8 柿森
（2013） 会議録 シンポジウム 学会抄録集 地域産業保健センターの立場から，活動内容や活動上の課題

や地域保健との連携の必要性を検討

9 松田
（2013） 会議録 シンポジウム 学会抄録集 中小零細企業の産業保健の強化に向け，地域職域連携として

実現可能な連携例を提示

10 錦戸 他
（2008） 会議録 一般演題 学会抄録集 地域職域連携の推進に向け，事例をもとに活動を紹介

11 岩永 他
（2007） 会議録 一般演題 学会抄録集 地域および職域の保健機関に対するインタビュー調査を実施

し，連携実現に必要な条件や課題を検討

12 甲田
（2003） 会議録 一般演題 学会抄録集 地域職域連携による保健事業の推進について，実例をもとに

勤労者側の視点から利点や課題を検討

13 三橋 他
（2023) 論文 原著論文 学会誌 産業看護職における地域保健との連携実態と連携経験の関連

要因を調査研究により検討（2022年早期公開）

14 三橋，錦戸
（2017） 論文 原著論文 学会誌

地域保健担当者と充実した連携活動を実践している産業看護
職を対象に，インタビュー調査から産業看護職のコンピテン
シーを検討

15 湯川 他
（2015） 論文 原著論文 学会誌

産業看護職を対象に面接を行い，メンタルヘルス不調の復職
支援に関する事業所内外資源との連携上の産業看護職の役割
を検討

16 鈴木 他
（2015） 論文 原著論文 大学紀要 地域職域連携体制が不十分な地域の産業看護職を対象に面接

を行い，ニーズや連携体制整備に向けた課題を検討

17 茅嶋
（2013） 論文 総説 大学雑誌 中小企業における安全衛生活動の現状と利用可能な産業保健

サービスを整理し，今後の産業保健活動のあり方を検討

18 廣川 他
（2012） 

研究
報告書 研究報告 大学プロジェク

ト研究報告書
産業保健分野で働く看護職を対象に調査を行い，産業保健活
動上の課題や職場と地域の連携づくりニーズを検討

19 朱膳寺 他
（2000） 論文 調査報告 学会誌 産業看護職を対象に調査を行い，地域保健との連携に対する

意識・実践の程度と関連要因を整理し，連携推進方略を検討

20 福岡
（2012） 論文 原著論文 研究会誌 産業看護職を対象に，職場のメンタルヘルス対策推進に向け

た地域との連携づくりに関するニーズを把握

21 錦戸 他
（2010） 論文 研究短報 紀要 産業看護職の視点から他機関・多職種連携の現状を整理し，

今後の連携推進に向けた課題を検討

22 美ノ谷
（1997） 特集記事 特集記事 商業誌

産業看護職が壮年期従業員を対象に，地域保健機関と連携し
て実施した介護教室の実例から，職域と地域の連携推進の課
題を検討

23 紅谷，長谷川
（2022） 実践報告 実践例 学会ホーム

ページ
事業場と保健センターの保健師が協働で開始した定例の情報
交換会を契機とし，健康づくり活動が発展した実践例の紹介

24 立山
（2020） 実践報告 実践例 学会ホーム

ページ
自社で新たな職場体操を作成し，地域と連携して周知展開し
た実践プロセスの紹介

25 野原
（2014） 実践報告 実践例 学会ホーム

ページ
医療機関勤務者の勤務環境改善を目的に，地域と連携して保
育支援を拡充した実践例の紹介
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3.　産業保健側からみた地域職域連携活動

産業保健側からみた地域職域連携活動は，25文
献から得られた．1文献から複数の活動を認めた
ものもあり，合計は 29件であった．実践報告・課
題提起に区分した活動は 20件，調査・研究に区
分した活動は 9件であった．

1）実践例・課題提起

実践例・課題提起に区分された地域職域連携活
動の概況を表 3に示した．以下，把握経路別に得
られた地域職域連携の活動実態を抜粋して記載す
る．
（1）医学中央雑誌 web版を用いた単純検索

11件の文献から 15の活動実態が得られた．活
動の実施背景をみると，廣川ら 7），新垣 8），柿森 9）

の報告のように，中小規模事業場の健康管理の必要
性の共通認識が連携の背景に含まれていた．加え
て，地区医師会の嘱託産業医と地域の精神科医 7），
産業看護職と行政保健師 10），行政機関の産業医を
核とし，医師会・労災病院とつながる 11）など，同
じ職種同士の連携が地域職域連携を深めた例も
あった．
また，中小企業の産業保健サービスを担う地域

産業保健センターと総合健保など加入する健康保
険組合との協働 12），業務研究会等の機会を利用し
た地域産業保健センターと保健所・市町村との連
携 13）もみられた．中小企業のメンタルへルス相談
を受ける機会の多い社会保険労務士の活躍による
連携 7），労働衛生機関が被扶養者や退職者の健康
管理をとおして地域との連携に取り組む例 14）も
あった．
一方，特定職域での胆管がんの多発事例から産

業保健側の課題をより一層地域と議論するべきと
の課題提起 15）や実践可能な地域との連携例を提案
した文献 16）も認められた．
（2）検索語を指定しない検索
甲田による課題提起の文献が該当した 17）．特に

小規模零細企業では家族経営の場合に対象者重複
があるため利点でもあるが，一方で保健事業の協
働実施が事業主責任としての健康管理との境界を
不鮮明にする 17）との指摘も認めた．

（3）産業看護専門家によるハンドサーチ
美ノ谷 18）による事業場から保健所や社会福祉協

議会に働きかけた介護教室の例が該当した．資料
や物品・機器を地域側から借用することで，教室
内容を充実させていた．
（4）日本産業衛生学会における良好実践

3件が GPSに該当した．産業保健と地域保健が
連携した健康づくりの実践 19）や職場体操の作成 20）

については，産業保健専門職が，社員の健康づく
りのために行政の保健師などの保健専門職に相
談・協力を依頼したことが連携活動の契機となっ
ていた．健康づくりの取り組み 7）では，他企業を
巻き込んだ連携体制の構築に拡大していた 19）．職
場体操の取り組み 20）は，継続的な連携により行政
の栄養士による事業場の従業員への支援など，他
職種の支援に繋がる活動が記述されていた．
医療職の保育支援を充実させるために病院と地
域が連携した事例 21）では，地域の NPO団体との
連携で住民からの協力を得たファミリーサポーター
制度を展開していた．利用数が増加している 21）こ
とからも事業を導入した効果，および支援会員で
ある地域住民が，医療従事者の実情や現在の子育
てついての意見を深めたことが述べられていた．

2）調査・研究

文献から得られた地域職域連携活動について，
調査・研究に区分されたものの概況を表 4に示し
た．以下，把握経路別に得られた地域職域連携の
活動実態を抜粋して記載する．
（1）医学中央雑誌 web版を用いた単純検索
地域保健との連携の研究を紹介 22）した文献が該
当した．連携の利点には，家族を含めた課題解決
になること，自治体の制度申請の円滑化が挙げら
れていた．
（2）検索語を指定しない検索

6件が該当した．三橋他 23），廣川他 24），朱膳寺
他 25）の文献は，産業看護職を対象にした質問調査
であった．地域保健との連携経験者割合は，7.0％
未満 25）から 34.0%23）と幅があった．廣川の文献 24）

では，連携阻害要因として交流の場がない，日頃の
関係づくりができていないことが示されていた．
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表
3　
産
業
保
健
側
か
ら
み
た
地
域
職
域
連
携
の
活
動
実
態
（
実
践
報
告
・
課
題
提
起
）

番
号

著
者

（
発
行
年
）

主
た
る

推
進
母
体

産
業
保
健
側

の
担
当
職
種

活
動
等
の
実
施
背
景

活
動
等
の
内
容
・
課
題

主
な
成
果
・
提
言

表
1

文
献
番
号
把
握
経
路

1
廣
川

 他
（

20
21
） 

産
業
保
健
総
合

支
援
セ
ン
タ
ー

―
中
小
規
模
事
業
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
推

進
の
た
め
，
地
域
専
門
医
療
機
関
の
協
力
体
制

強
化
の
必
要
性

精
神
科
医
療
専
門
機
関
が
実
施
す
る
事
業
場
の

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
サ
ー
ビ
ス
を

把
握
し
，
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
。
使
用
状
況

や
効
果
を
事
業
場
に
調
査
。

「
大
阪
版
事
業
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
こ
こ
ろ

の
健
康
専
門
家
ガ
イ
ド
」
の
公
開
。
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
利
用
経
験
の
あ
る
事
業
場
は

8.
9%
。
利
用
経

験
事
業
場
は
リ
ワ
ー
ク
支
援
に
取
り
組
む
職
場

が
多
い
。

1
医
中
誌

2
廣
川

 他
（

20
21
） 

産
業
医
と
地
域

精
神
科
医
の
協

働
研
究
会

産
業
医

地
区
医
師
会
の
嘱
託
産
業
医
と
精
神
科
医
の
相

互
理
解
と
連
携
強
化
の
必
要
性

定
例
会
議
（
１
回

/年
），
事
例
検
討

嘱
託
産
業
医
と
精
神
科
医
の
「
顔
の
見
え
る
関

係
づ
く
り
」
の
強
化

1
医
中
誌

3
廣
川

 他
（

20
21
） 

社
会
保
険
労
務
士

事
務
所

社
会
保
険

労
務
士

社
会
保
険
労
務
士
が
中
小
規
模
事
業
場
の
メ
ン

タ
ル
ヘ
ル
ス
相
談
を
担
う
こ
と
も
多
く
，
支
援

に
向
け
た
地
域
連
携
の
強
化
の
必
要
性

社
会
保
険
労
務
士
事
務
所
を
核
と
し
た
地
域
の

就
労
支
援
事
業
所
と
の
連
携
。
障
害
者
の
イ
ン

タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
受
入
。

リ
ワ
ー
ク
や
就
労
移
行
支
援
に
関
連
し
た
連
携
，

障
害
の
あ
る
方
々
へ
の
業
務
委
託
（
外
線
電
話

対
応
，
会
計
ソ
フ
ト
入
力
な
ど
）
事
例
の
拡
大

1
医
中
誌

4
寺
田

（
20

15
）

地
域
産
業
保
健

セ
ン
タ
ー

産
業
医

行
政
機
関
の
産
業
医
業
務
経
験
か
ら
，
医
師
会
，

労
災
病
院
，
行
政
機
関
と
連
携
・
協
働
し
た
事

業
を
新
た
に
展
開
す
る
必
要
性

区
民
相
談
室
で
の
登
録
産
業
医
に
よ
る
定
例
健

康
相
談
，
石
綿
健
康
調
査
の
専
門
委
員
会
の
立

ち
上
げ
，
中
小
企
業
労
働
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス
対
策
（
東
京
都
委
託
事
業
）

―
2

医
中
誌

5
森
口

（
20

15
）

労
働
衛
生
機
関

産
業
医
，

保
健
師

労
働
衛
生
機
関
だ
が
職
域
以
外
に
も
被
扶
養
者
や

退
職
者
の
健
康
管
理
を
実
施
す
る
必
要
性

被
扶
養
者
（
単
一
健
保
・
総
合
健
保
）・
退
職

者
の
健
康
診
断
，
生
活
習
慣
病
予
防
教
育
・
が

ん
予
防
教
育
，
健
康
イ
ベ
ン
ト

―
3

医
中
誌

6
新
垣

（
20

15
）

全
国
健
康
保
険

協
会

―
小
規
模
事
業
所
の
従
業
員
が
加
入
す
る
協
会
け

ん
ぽ
と
国
民
健
康
保
険
が
連
携
し
，
相
互
資
源

の
有
効
活
用
・
生
涯
を
通
じ
た
保
健
サ
ー
ビ
ス

提
供
体
制
構
築
の
必
要
性

職
域
保
健
と
自
治
体
に
よ
る
地
域
包
括
協
定
の

締
結
。

４
自
治
体
と
の
地
域
包
括
協
定
の
締
結
。
締
結

に
基
づ
く
「
ま
ち
か
ど
健
診
」「
妊
婦
栄
養
調
査
」

「
重
症
化
予
防
事
業
」「
健
康
づ
く
り
イ
ベ
ン
ト
」

の
実
施
。

4
医
中
誌

7
柴
田

（
20

13
）

―
（
解
説
）

産
業
医

胆
管
癌
事
例
の
多
発
か
ら
，
地
域
・
職
域
連
携

推
進
協
議
会
の
内
容
充
実
に
向
け
た
問
題
提
起

地
域
・
職
域
連
携
推
進
協
議
会
の
主
要
な
話
題

が
生
活
習
慣
病
等
の
一
般
健
康
管
理
に
と
ど
ま

り
，
化
学
物
質
な
ど
産
業
保
健
上
の
個
別
課
題

の
議
論
が
乏
し
い

公
衆
衛
生
の
向
上
に
は
，
地
域
保
健
側
も
産
業

保
健
上
の
個
別
課
題
を
理
解
す
る
必
要
性
が
あ

る
6

医
中
誌

8
青
山

（
20

13
）

総
合
健
康
保
険

組
合

保
健
師

―

中
小
企
業
の
産
業
保
健
活
動
は
，
地
域
産
業
保

健
セ
ン
タ
ー
の
労
働
衛
生
支
援
事
業
よ
り
も
加
入

健
保
健
康
管
理
事
業
の
割
合
が
大
き
い
。
労
働

安
全
衛
生
管
理
が
不
十
分
な
中
小
企
業
は
労
働

関
連
健
康
障
害
の
リ
ス
ク
が
存
在
。

―
7

医
中
誌

9
柿
森

（
20

13
）

地
域
産
業
保
健

セ
ン
タ
ー

看
護
職

小
規
模
事
業
所
の
健
康
増
進
に
は
多
様
な
組
織

か
ら
の
包
括
的
支
援
が
重
要
。
産
業
保
健
と
地
域

保
健
と
の
連
携
が
不
可
欠
だ
が
現
状
は
不
十
分
。

県
行
政
に
よ
る
小
規
模
事
業
所
へ
の
生
活
習
慣

病
に
関
す
る
啓
発
・
専
門
家
派
遣
事
業
の
機
会

を
利
用
し
た
連
携
の
開
始

―
8

医
中
誌

10
松
田

（
20

13
）

―
医
師

（
開
業
医
・

嘱
託
産
業

医
）

地
域
職
域
保
健
の
連
携
に
つ
い
て
，
経
験
か
ら

実
践
可
能
な
事
項
を
提
言

―

小
規
模
零
細
企
業
へ
の
保
健
活
動
の
啓
発
，
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
健
康
管
理
，
地
域
住
民
へ
の

意
識
啓
発
（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
を
示
す
労
働

者
の
自
治
会
等
地
域
活
動
の
軽
減
），
災
害
発
生

時
の
企
業
内
健
康
管
理
室
の
地
域
貢
献
，
職
場

健
診
結
果
持
参
患
者
へ
の
開
業
医
の
支
援

9
医
中
誌



30 産業保健の側から見た「産業保健と地域保健の連携」に関する文献検討

番
号

著
者

（
発
行
年
）

主
た
る

推
進
母
体

産
業
保
健
側

の
担
当
職
種

活
動
等
の
実
施
背
景

活
動
等
の
内
容
・
課
題

主
な
成
果
・
提
言

表
1

文
献
番
号
把
握
経
路

11
錦
戸

 他
（

20
08
）

―
―

地
域
保
健
側
に
よ
る
地
域
保
健
計
画
の
策
定
を

背
景
と
す
る
職
域
関
係
者
の
参
画

地
域
保
健
か
ら
の
企
業
・
商
工
会
へ
の
出
張
健
康

教
育
・
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
共
同
事
業
の
展
開

―
10

医
中
誌

12
錦
戸

 他
（

20
08
）

―
看
護
職

市
が
実
施
し
た
調
査
を
契
機
と
し
，
産
業
看
護

職
の
ニ
ー
ズ
を
把
握

市
内

4
企
業
の
看
護
職
の
希
望
に
基
づ
く
産
業

看
護
職
協
議
会
の
発
足

―
10

医
中
誌

13
錦
戸

 他
（

20
08
）

―
―

保
健
所
が
実
施
し
た
特
定
給
食
施
設
指
導
事
業

に
よ
る
訪
問
機
会
を
契
機

社
員
食
堂
の
ヘ
ル
シ
ー
メ
ニ
ュ
ー
の
協
働
開
発

―
10

医
中
誌

14
岩
永

 他
（

20
07
）

―
―

―
保
健
所
や
市
町
村
と
，
地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー

間
に
お
い
て
，
業
務
研
究
会
等
で
の
知
識
や
現

状
の
共
有

―
11

医
中
誌

15
甲
田

（
20

03
）

―
―

高
知
県
の
地
域
職
域
連
携
保
健
事
業
に
つ
い
て
，

利
点
や
課
題
を
整
理

―
中
小
零
細
事
業
所
や
自
営
業
者
，
農
林
漁
業
者

な
ど
に
保
健
事
業
ス
が
届
き
や
す
く
な
る
利
点

が
あ
る
。
事
業
主
責
任
で
あ
る
健
康
管
理
活
動

の
範
疇
と
の
境
界
が
不
鮮
明
と
の
課
題
が
あ
る
。

 
12

医
中
誌

16
茅
嶋

（
20

13
）

―
産
業
医

小
規
模
零
細
企
業
で
は
家
族
経
営
が
一
般
的
。

こ
の
職
域
保
健
は
地
域
医
療
に
支
え
ら
れ
，
地

域
保
健
サ
ー
ビ
ス
と
共
通
す
る
。
地
域
産
業
保

健
セ
ン
タ
ー
の
小
規
模
事
業
場
向
け
サ
ー
ビ
ス

は
，
群
市
医
師
会
の
登
録
医
に
支
え
ら
れ
て
い
る
。

社
会
保
険
労
務
士
は
，
中
小
企
業
の
事
業
者
の

最
も
身
近
な
相
談
者
だ
が
，
ま
だ
産
業
保
健
ス

タ
ッ
フ
と
の
連
携
が
充
分
で
は
な
い
。

社
会
保
険
労
務
士
と
の
連
携
・
必
要
な
研
修
の

提
供
が
今
後
の
課
題

17
検
索
語

指
定
な

し
検
索

17
美
ノ
谷

（
19

97
）

事
業
場
健
康
管

理
セ
ン
タ
ー

看
護
職

（
健
康
管
理

セ
ン
タ
ー
）

就
労
壮
年
層
が
親
世
代
の
介
護
に
果
た
す
役
割

は
大
き
い
が
，
介
護
に
関
す
る
健
康
教
育
機
会

が
少
な
い
。
所
属
事
業
場
で
男
女
の
別
な
く
介

護
休
職
制
度
が
導
入
さ
れ
，
教
育
の
必
要
性
が

高
ま
る
。

管
轄
保
健
所
へ
相
談
，
資
料
等
の
情
報
提
供
を

得
た
。
保
健
所
の
紹
介
で
社
会
福
祉
協
議
会
へ

相
談
し
，
教
育
で
の
展
示
介
護
用
品
・
機
器
の

貸
与
を
受
け
た
。
訪
問
看
護
師
を
講
師
と
す
る

1
日
完
結
型
の
講
義
・
実
技
の
介
護
教
室
を
実

施
。

介
護
教
室
は
，

3
年
前
よ
り
年

1
回
会
社
の
休

日
に
実
施
。
参
加
数
は
，
例
年
従
業
員
家
族
を

含
め

20
～

60
人
。
壮
年
期
男
性
は

20
～

50
%

の
参
加
。
保
健
所
や
社
会
福
祉
協
議
会
な
ど
地

域
の
関
連
他
機
関
と
交
流
し
，
相
互
の
情
報
交

換
が
有
益
で
幅
広
い
保
健
活
動
に
つ
な
が
る
。

22
ハ
ン
ド

サ
ー
チ

18
紅

谷
，

長
谷
川

（
20

22
）

事
業
場
健
康
管

理
セ
ン
タ
ー

看
護
職

（
健
康
管
理

セ
ン
タ
ー

保
健
師
）

参
加
者
減
少
に
よ
り
近
隣
産
業
看
護
職
と
の
情

報
交
換
の
場
が
中
断
し
て
い
た
。
事
業
場
健
康

フ
ェ
ア
に
区
行
政
保
健
師
が
見
学
来
所
し
意
見

交
換
し
た
こ
と
を
契
機
と
し
て
，
地
域
職
域
連

携
情
報
交
換
会
を
発
足
し
た
。

情
報
交
換
会
の
定
例
実
施
，
ジ
ョ
ギ
ン
グ
イ
ベ

ン
ト
を
含
む
運
動
中
心
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
討
，

協
働
で
の
ジ
ョ
ギ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
開
催
，
地
域

の
保
健
事
業
を
社
員
へ
周
知

事
業
場
に
お
い
て
，
週

2
回
以
上
の
運
動
習
慣

の
あ
る
者
が
イ
ベ
ン
ト
開
始
前

17
.9
％
で
あ
っ

た
が
，
イ
ベ
ン
ト
開
始

3
年
目
で

23
.4

%
に
増

加
。
他
社
の
一
人
設
置
の
産
業
看
護
職
が
こ
の

前
例
を
参
考
に
，
他
の
地
域
の
行
政
保
健
師
と

つ
な
が
り
共
同
イ
ベ
ン
ト
開
催
に
つ
な
が
る
。

23
良
好
実
践

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

19
立
山

（
20

20
）

事
業
場
健
康
管

理
セ
ン
タ
ー

看
護
職

（
健
康
管
理

セ
ン
タ
ー
）

転
倒
災
害
予
防
，
ロ
コ
モ
テ
ィ
ブ
シ
ン
ド
ロ
ー

ム
予
防
・
筋
力
向
上
，
職
場
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
の
活
性
化
を
目
的
に
新
た
な
職
場
体
操

を
作
成
す
る
必
要
性
。
地
域
連
携
を
企
業
の

CS
R
活
動
の
一
環
と
位
置
付
け
，
市
の
健
康
体

操
を
ア
レ
ン
ジ
し
て
作
成
。

社
内
の
安
全
健
康
イ
ベ
ン
ト
を
市
職
員
と
連
携

し
て
開
催
，
活
動

3
年
目
に
市
の
サ
ポ
ー
タ
ー

企
業
に
登
録
，

4
年
目
に
は
市
の
栄
養
士
に
よ

る
ロ
コ
モ
予
防
の
食
生
活
を
年

6
回
従
業
員
向

け
に
メ
ー
ル
配
信

運
動
習
慣
が
あ
る
者
の
割
合
が

33
.3

%
か
ら

42
.5
％
に
増
加
，

5,
00

0
歩
以
上
歩
く
者
の
割

合
が

40
.2

%
か
ら

51
.2
％
に
増
加
。
ま
た
，
企

画
時
に
国
の
動
向
を
土
台
に
し
た
こ
と
で
，
同

じ
目
的
意
識
を
も
ち
，
地
域
保
健
と
連
携
で
き

た
。

24
良
好
実
践

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

20
野
原

（
20

14
）

医
療
機
関

（
職
員
の
保
育

支
援
）

―

病
院
付
属
保
育
所
で
保
育
園
送
迎
や
急
病
対
応
，

放
課
後
児
童
預
か
り
等
が
で
き
ず
職
員
が
業
務

中
断
し
て
い
た
。
こ
れ
ら
が
可
能
な
地
域
の
フ
ァ

ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
は
，
サ
ポ
ー
ト
提

供
会
員
が
少
な
く
利
用
で
き
な
い
こ
と
が
多
い

状
況
。

病
院
側
で
類
似
の
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
体
制

を
構
築
，
提
供
会
員
の
研
修
・
育
成
か
ら
病
院

で
実
施
し
た
。
大
学
と
地
域
の
連
携
，
大
学
の

社
会
貢
献
の
一
環
と
し
た
。
地
域
の
フ
ァ
ミ
リ
ー

サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
や
，
町
内
会
へ

の
広
報
に
よ
る
周
知
も
実
施
。

支
援
者
数
は
増
加
傾
向
。
提
供
会
員
が
病
院
職

員
の
保
育
支
援
に
従
事
す
る
こ
と
で
，
地
域
住

民
が
医
療
従
事
者
の
実
情
や
現
在
の
子
育
て
に

つ
い
て
理
解
を
深
め
る
機
会
と
な
っ
た
。

25
良
好
実
践

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

表
3　
産
業
保
健
側
か
ら
み
た
地
域
職
域
連
携
の
活
動
実
態
（
実
践
報
告
・
課
題
提
起
）
続
き
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番
号

著
者

（
発
行
年
）

地
域

対
象
者

研
究
目
的

方
法

地
域
職
域
連
携
の
活
動
実
態
に
関
連
す
る
主
な
結
果

表
1

文
献
番
号

把
握
経
路

1
三
橋

（
20

15
）

全
国

産
業
看
護
職

（
日
本
産
業
衛
生

学
会
登
録
者
）

ー
（
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
抄
録
内
紹
介
の
た
め
未

記
入
）

自
記
式
質

問
調
査

地
域
と
の
連
携
経
験
者
は

50
%
弱
，
内
容
は
情
報
提
供
・
交
換
，
協
働
で
の
事

例
支
援
。
地
域
連
携
の
利
点
は
，
家
族
を
含
め
た
課
題
解
決
に
つ
な
が
る
，
各

種
制
度
の
自
治
体
へ
の
申
請
の
円
滑
化
。

5
医
中
誌

2
三
橋

 他
（

20
23

)
全
国

産
業
看
護
職

（
日
本
産
業
衛
生

学
会
登
録
者
）

産
業
看
護
職
に
お
け
る
地
域
保
健
と
の
連
携

実
態
・
経
験
の
関
連
要
因
を
明
ら
か
に
す
る

自
記
式
質

問
調
査

地
域
と
の
連
携
経
験
者
は

34
.0

%
，
連
携
の
必
要
性
を
感
じ
る
者
は

80
.8

%
。

連
携
経
験
の
有
無
に
は
，
産
業
看
護
職
の
通
算
経
験
年
数
，
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

閲
読
経
験
，
地
域
保
健
主
催
の
研
修
会
等
へ
の
参
加
経
験
，
連
携
の
必
要
性
に

関
す
る
認
識
が
関
係
。

 
13

検
索
語
指
定

な
し
検
索

3
三
橋
，

錦
戸

（
20

17
）

―
地
域
保
健
と
連
携

し
て
い
る
産
業
看

護
職

地
域
保
健
と
の
連
携
に
関
す
る
産
業
看
護
職

の
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
を
明
ら
か
に
す
る

半
構
造
化

面
接

コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
に
は
「
地
域
保
健
情
報
の
収
集
」「
地
域
保
健
担
当
者
と
の
関

係
性
の
構
築
」「
従
業
員
の
家
族
の
問
題
抽
出
」「
従
業
員
家
族
と
地
域
保
健
担

当
者
と
の
結
び
つ
け
」「
地
域
保
険
が
持
つ
社
会
資
源
の
活
用
」「
地
域
保
健
と

の
連
携
の
重
要
性
の
提
示
」
が
含
ま
れ
た
。

14
検
索
語
指
定

な
し
検
索

4
湯
川

 他
（

20
15
）

―
産
業
看
護
職

（
県
健
康
保
険
組

合
連
合
会
所
属
の

事
業
場
勤
務
者
）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
に
よ
り
休
職
し
た
労

働
者
の
職
場
復
帰
に
お
け
る
事
業
場
内
外
資

源
の
連
携
の
あ
り
方
と
，
そ
の
連
携
に
お
け

る
産
業
看
護
職
の
役
割
を
明
ら
か
に
す
る

半
構
造
的

面
接

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
に
関
す
る
資
源
と
し
て
，「
地
域
で
つ
な
が
り
あ
え
る
専

門
職
・
専
門
機
関
」
が
含
ま
れ
た
。
地
域
の
専
門
職
に
は
，
産
業
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・

臨
床
心
理
士
・
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
・
弁
護
士
な
ど
が
，
専
門
機
関
は
リ
ワ
ー
ク

施
設
・
保
健
所
・
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
た
。

15
検
索
語
指
定

な
し
検
索

5
鈴
木

 他
（

20
15
）

―

産
業
看
護
職

（
二
次
医
療
圏
協

議
会
未
設
置
県

で
勤
務
す
る
産
業

看
護
職
）

地
域
職
域
連
携
が
不
十
分
な
地
域
で
勤
務
す

る
産
業
看
護
職
の
ニ
ー
ズ
と
体
制
整
備
に
対

す
る
課
題
を
明
ら
か
に
す
る

半
構
造
的

面
接

ニ
ー
ズ
に
は
，
退
職
従
業
員
の
継
続
支
援
・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
・
地
域
保

健
事
業
等
の
活
用
と
情
報
共
有
・
健
康
危
機
管
理
情
報
の
共
有
や
対
応
・
健
康

教
育
の
実
施
・
困
難
事
例
へ
の
対
応
・
地
域
医
療
機
関
や
福
祉
情
報
の
共
有
・

保
健
所
の
他
職
種
に
よ
る
支
援
が
あ
っ
た
。
課
題
に
は
，
行
政
側
相
談
窓
口
の

不
備
と
不
足
・
退
職
従
業
員
を
地
域
に
引
継
ぐ
体
制
の
整
備
・
職
域
側
の
協
働

受
入
態
勢
の
不
備
・
地
域
保
健
事
業
の
職
域
周
知
体
制
の
不
備
が
あ
っ
た

16
検
索
語
指
定

な
し
検
索

6
廣
川

 他
（

20
12
） 

―
産
業
看
護
職

産
業
看
護
活
動
に
お
け
る
問
題
点
・
職
場
と

地
域
の
連
携
づ
く
り
の
ニ
ー
ズ
把
握

自
記
式
質

問
調
査

地
域
保
健
と
の
連
携
が
で
き
て
い
な
い
者
が

72
.2

%
。
連
携
で
き
て
い
な
い
理

由
は
交
流
の
場
が
な
い

51
.8

%
。
連
携
上
の
障
害
は
日
頃
か
ら
の
関
係
づ
く
り

が
で
き
て
い
な
い

65
%
。
連
携
実
現
の
た
め
必
要
な
こ
と
は
，
連
携
の
必
要
性

に
つ
い
て
共
通
認
識
を
も
つ

68
.7

%
。

18
検
索
語
指
定

な
し
検
索

7
朱
膳
寺

他 （
20

00
）

東
京
都
・

長
野
県

産
業
看
護
職

産
業
看
護
職
の
地
域
保
健
と
の
連
携
意
識
・

連
携
活
動
の
実
践
程
度
・
関
連
要
因
を
明
ら

か
に
し
，
連
携
推
進
方
略
を
検
討
す
る

自
記
式
質

問
調
査

 地
域
保
健
と
の
連
携
の
必
要
性
は

40
%
以
上
が
意
識
し
て
い
た
，
実
践
し
て

い
た
の
は

7%
未
満
で
あ
っ
た
。
連
携
の
関
連
要
因
と
し
て
，
地
域
サ
ポ
ー
ト

シ
ス
テ
ム
利
用
の
有
無
，
地
域
保
健
に
関
す
る
研
修
受
講
の
有
無
，
地
域
で
の

職
歴
の
有
無
が
見
出
さ
れ
た
。
連
携
推
進
方
略
と
し
て
，
産
業
看
護
職
が
地
域

保
健
に
関
す
る
知
識
を
得
る
重
要
性
が
示
唆
さ
れ
た
。

 

19
検
索
語
指
定

な
し
検
索

8
福
岡

（
20

12
）

―
産
業
看
護
職

（
県
産
業
看
護
部

会
会
員
）

産
業
保
健
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

の
現
状
・
問
題
点
の
把
握
と
，
地
域
保
健
と

の
連
携
ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る
。

 
自
記
式
質

問
調
査

地
域
保
健
と
の
連
携
は

98
.5

%
が
必
要
と
回
答
し
た
が
，

70
%
近
く
が
あ
ま
り

出
来
て
い
な
い
と
回
答
し
て
い
た
。

 連
携
で
き
て
い
な
い
理
由
は
「
地
域
と
の

交
流
の
場
が
な
い
」
が
最
も
多
く
，
同
様
に
連
携
を
進
め
る
上
で
の
障
害
は
「
日

頃
か
ら
の
関
係
が
で
き
て
い
な
い
」
で
あ
っ
た
。
連
携
実
現
に
必
要
な
こ
と
で
は
，

「
連
携
の
必
要
性
に
つ
い
て
共
通
認
識
を
持
つ
」
が
最
も
多
か
っ
た
。

20
ハ
ン
ド

サ
ー
チ

9
錦
戸

 他
（

20
10
） 

全
国

産
業
看
護
職

（
日
本
産
業
衛
生

学
会
登
録
者
）

産
業
看
護
職
の
視
点
か
ら
，
他
職
種
・
他
機

関
と
の
連
携
の
現
状
を
明
ら
か
に
し
，
今
後

の
連
携
推
進
に
向
け
た
課
題
を
検
討
す
る

自
記
式
質

問
調
査

70
％
強
が
地
域
保
健
福
祉
ス
タ
ッ
フ
と
の
連
携
の
必
要
性
を
感
じ
て
い
た
。
連

携
推
進
の
た
め
に
必
要
な
環
境
整
備
は
，
必
要
性
認
識
群
で
は
「
具
体
的
連
携

方
法
を
知
る
」「
地
域
保
健
の
活
動
内
容
や
社
会
資
源
情
報
を
知
る
」
な
ど
非
認

識
群
に
比
べ
環
境
整
備
の
必
要
性
を
感
じ
て
い
る
も
の
が
多
か
っ
た
。
一
方
，

非
認
識
群
で
は
「
地
域
保
健
と
の
連
携
メ
リ
ッ
ト
を
知
る
」
に
つ
い
て
，
認
識

群
よ
り
も
割
合
が
多
か
っ
た
。

21
ハ
ン
ド

サ
ー
チ

表
４
　
産
業
保
健
側
か
ら
み
た
地
域
職
域
連
携
の
活
動
実
態
（
調
査
研
究
）
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また，産業看護職を対象にした半構造的面接は
3件認められた．地域保健との連携に関するコン
ピテンシー26），メンタルヘルス不調の職場復帰時
の連携や役割 27），連携不足の地域の産業看護職側
のニーズ 28）が整理されていた．
（3）産業看護専門家によるハンドサーチ

2件が該当した．いずれも質問調査で，メンタ
ルヘルス対策に関する地域保健との連携ニーズ 29），
産業看護職と他職種・他機関との連携の現状 30） を
調査した文献であった．

Ⅳ．考　　察

1.　対象文献の概況

今回の地域職域連携に関する研究では，横軸で
の中小規模事業場における産業保健サービスに関
する実践や具体例を示したものが多かった．その
理由として，大企業では産業保健体制が整ってい
るものの，中小規模事業場では経営基盤の脆弱性
からそれがかなわず，地域職域連携による産業保
健サービスに対する期待が大きい 31）ことが考えら
れる．また，縦軸の生涯を通じた切れ目のない健
康支援についての産業保健と地域保健の連携に関
する研究がみられなかったのは，この度の研究が，
地域との連携の視点が十分とは言えない産業保健
側 32）から見た地域との連携であったことが一つの
要因として考えられる．

2.　産業保健側から見た地域職域連携活動

働く人々の健康課題は，産業現場の中だけでな
く，家庭を含む全生活場面での様々な要因が絡み
合って発生している．したがって働く人々の健康
を保持増進するためには地域保健との連携が必要
である 33）． しかしながら，看護基礎教育での産業
看護学教育が十分でないこと 34）から ，産業看護
職がその視点を持ちにくいことが考えられる．

3.　対象文献の動向

産業現場では，労働者の高齢化への対応，女性
就業率の増加に伴う健康課題への対応，メンタル
ヘルスや働き方改革への対応，治療と仕事の両立

支援，テレワークの拡大による課題への対応など，
労働者の健康保持増進に関する課題が多様化・複
雑化している 35）．これらの課題に対応するために
は，産業現場だけでは限界があり，地域保健との
連携が必要である．しかしながら，この度の研究
結果でも明らかなように，産業保健側からの地域
職域連携を具現化するための実践方法・実践能力
に関する文献は，その数が少ないこと，内容につ
いても，生涯を通じた切れ目のない健康支援につ
いての産業保健と地域保健の連携に関する研究は
なく，十分とは言えない状況と言わざるを得ない
状況である．今後は，横軸での両者の連携を強化
するための研究もさることながら，これらについ
ての研究の推進が課題と考えられる．

4.　研究の限界と今後の課題

今回は，原著論文が少なかったことから，地域
職域連携の推進に資するエビデンスが得られにく
い状況であった．そのため，本研究結果をもとに，
両者の連携を深めるための研究を進めることが今
後の課題である．

Ⅴ．結　　論

産業保健側からみた地域職域連携活動に関し学
術論文としてまとめられた文献は寡少であった．
そのため，研究内容等についても不十分であり，両
者の連携を深めるための産業看護職としての課題，
その課題の解決策など，多くの研究課題があるこ
とが示唆された．
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